
【表紙】  

【提出書類】 半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2024年11月５日 

【中間会計期間】 第137期中(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

【会社名】 住友理工株式会社

【英訳名】 Sumitomo Riko Company Limited

【代表者の役職氏名】 執行役員社長　清水　和志

【本店の所在の場所】 愛知県小牧市東三丁目１番地

【電話番号】 0568-77-2121(代表)

【事務連絡者氏名】 決算税務部長　井之坂　俊哉

【最寄りの連絡場所】 愛知県名古屋市中村区名駅一丁目１番１号ＪＰタワー名古屋

【電話番号】 052-571-0200(代表)

【事務連絡者氏名】 決算税務部長　井之坂　俊哉

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社名古屋証券取引所

(名古屋市中区栄三丁目８番20号)
 

 

EDINET提出書類

住友理工株式会社(E01097)

半期報告書

 1/27



第一部 【企業情報】
 

第１ 【企業の概況】

 
１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第136期

中間連結会計期間
第137期

中間連結会計期間
第136期

会計期間
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日

自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2023年４月１日
至　2024年３月31日

売上高 (百万円) 297,878 309,169 615,449

税引前中間(当期)利益 (百万円) 10,595 15,720 30,805

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)利益

(百万円) 5,827 10,030 18,641

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)包括利益

(百万円) 14,526 5,498 30,920

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 180,800 198,954 196,364

総資産額 (百万円) 430,939 435,614 441,764

基本的１株当たり中間(当期)
利益

(円) 56.12 96.61 179.54

希薄化後１株当たり
中間(当期)利益

(円) － － －

親会社所有者帰属持分比率 (％) 42.0 45.7 44.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 38,524 30,858 68,547

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △13,567 △14,191 △24,145

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △21,658 △8,847 △32,407

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 33,304 49,385 42,008
 

(注) １．当社は要約中間連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．希薄化後１株当たり中間(当期)利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３．上記指標は、国際会計基準(以下、「IFRS」という。)により作成した要約中間連結財務諸表及び連結財務諸

表に基づいております。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

EDINET提出書類

住友理工株式会社(E01097)

半期報告書

 2/27



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当中間連結会計期間における世界経済は、全体として緩やかな成長基調で推移しました。

しかしながら、依然として続くウクライナや中東地域における地政学的リスクや、各国の金融政策による為替相

場の急変動、また中国経済の減速等により、先行き不透明な状況が続いています。

このような環境下で、当社グループの主力事業である自動車業界においては、主要顧客による減産の影響があっ

たものの、全体の生産台数は一定水準を維持しています。

当社グループは、「2029年 住友理工グループVision」（2029V）で掲げた「理工のチカラを起点に、社会課題の

解決に向けてソリューションを提供し続けるリーディングカンパニー」への変革に向けて、昨年度より３ヶ年の事

業計画である「2025年 住友理工グループ中期経営計画」（2025P）に基づき事業活動を推進しています。

コロナ禍からの自動車生産台数の回復に加え、構造改革や生産性改善、原価低減活動が当初の想定を上回るペー

スで進展したことを受け、2024年５月には、2025Pの「事業利益」、「ROIC」、「ROE」の数値目標を上方修正いた

しました。今後も「さらなる収益力向上と持続的成長に向けた経営基盤強化」という2025Pのテーマに向けて、事業

を推進してまいります。

当中間連結会計期間における連結業績については、売上高は309,169百万円（前年同期比3.8％増）、事業利益は

17,315百万円（前年同期比35.4％増）、営業利益は17,378百万円（前年同期比42.6％増）、税引前中間利益は

15,720百万円（前年同期比48.4％増）、親会社の所有者に帰属する中間利益は10,030百万円（前年同期比72.1％

増）となりました。

 
※事業利益は、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除し、持分法による投資損益を含めて算出して

おります。

 
各セグメントの業績は、次のとおりです。

＜自動車用品＞

外部顧客への売上高は、主要顧客による減産の影響があるものの、円安の進行による為替換算の影響により、

279,193百万円（前年同期比3.3％増）となりました。

事業利益は、原価低減活動、生産効率の向上や為替換算の影響により、14,741百万円（前年同期比25.1％増）と

なりました。

 
＜一般産業用品＞

外部顧客への売上高は、高圧ホース及びプリンター向け機能部品の主要顧客による生産台数の増加や円安の進行

による為替換算の影響により、29,975百万円（前年同期比8.3％増）となりました。

事業利益は、販売数量の増加及びプリンター向け機能部品事業における構造改革の進展により、2,574百万円（前

年同期比156.9％増）となりました。 
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事業セグメント別実績

（単位：百万円、増減率％）

 
外部顧客への売上高

事業利益
日本 米州 アジア 欧州その他 合計

2023年度
 
 
 

自動車用品 73,789 85,735 79,628 31,057 270,209 11,781

一般産業用品 20,763 126 6,534 246 27,669 1,002

合計 94,552 85,861 86,162 31,303 297,878 12,783

2024年度
 
 
 

自動車用品 78,076 96,865 73,132 31,120 279,193 14,741

一般産業用品 21,131 144 8,262 438 29,975 2,574

合計 99,207 97,009 81,395 31,558 309,169 17,315

増減率
 
 
 

自動車用品 +5.8 +13.0 -8.2 +0.2 +3.3 +25.1

一般産業用品 +1.8 +14.3 +26.5 +77.8 +8.3 +156.9

合計 +4.9 +13.0 -5.5 +0.8 +3.8 +35.4
 

 
(2)財政状態の分析

＜資産＞

資産合計は、435,614百万円（前連結会計年度末比6,149百万円減）となりました。

流動資産は239,329百万円（前連結会計年度末比160百万円増）となりました。これは主に、現金及び現金同等物

が7,377百万円増加したこと、営業債権及びその他の債権が10,005百万円減少したこと、その他の金融資産が3,830

百万円増加したことによるものです。

非流動資産は196,286百万円（前連結会計年度末比6,309百万円減）となりました。これは主に、有形固定資産が

2,284百万円減少したこと、その他の金融資産が5,571百万円減少したことによるものです。

 
＜負債＞

負債合計は、209,685百万円(前連結会計年度末比9,621百万円減)となりました。これは主に、営業債務及びその

他の債務が2,176百万円減少したこと、社債及び借入金が3,797百万円減少したことによるものです。

 
＜資本＞

資本合計は、225,929百万円(前連結会計年度末比3,472百万円増)となりました。これは主に、親会社の所有者に

帰属する中間利益10,030百万円による増加と、その他の資本の構成要素が4,532百万円減少したことによるもので

す。親会社所有者帰属持分比率は45.7％（前連結会計年度末は44.4％）となりました。

 
(3)キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間の現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末より7,377百万円増

加し、当中間連結会計期間末には49,385百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
 (営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間において営業活動により得られた資金は、30,858百万円（前年同期比7,667百万円の減少）と

なりました。

これは主に、税引前中間利益15,720百万円、減価償却費及び償却費15,383百万円によるものであります。

 
 (投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間において投資活動により使用した資金は、14,191百万円（前年同期比624百万円の増加）とな

りました。

これは主に、有形固定資産及び無形資産の取得による支出14,814百万円によるものであります。
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 (財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間において財務活動により使用した資金は、8,847百万円（前年同期は21,658百万円の支出）と

なりました。

これは主に、短期借入金の減少3,014百万円、配当金の支払額2,907百万円によるものであります。

 
(4)  優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 
(5) 研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、8,213百万円です。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2024年９月30日)

提出日現在発行数
(株)

(2024年11月５日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 104,042,806 104,042,806
東京証券取引所プライム市場
名古屋証券取引所プレミア市場

１単元(100株)

計 104,042,806 104,042,806 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2024年４月１日～
2024年９月30日

－ 104,042,806 － 12,145 － 10,867
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(5) 【大株主の状況】

（2024年９月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

住友電気工業㈱ 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 51,534 49.64

マルヤス工業㈱ 名古屋市昭和区白金二丁目７番11号 10,901 10.50

日本マスタートラスト信託銀行㈱(信託口) 東京都港区赤坂一丁目８番１号 4,453 4.29

住友理工共栄持株会 名古屋市中村区名駅一丁目１番１号 2,944 2.84

フコク物産㈱ 東京都大田区大森西二丁目32番７号 2,719 2.62

住友理工社員持株会 名古屋市中村区名駅一丁目１番１号 1,937 1.87

㈱日本カストディ銀行(信託口) 東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,808 1.74

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223
(常任代理人 ㈱みずほ銀行)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS
02101 U.S.A.
(東京都港区港南二丁目15番１号)

922 0.89

BNP PARIBAS LUXEMBOURG/ ２ S/JASDEC/FIM
/LUXEMBOURGFUNDS/UCITS ASSETS
(常任代理人 香港上海銀行東京支店)

33 RUE DE GASPERICH, L-5826 HOWALD-
HESPERANGE, LUXEMBOURG
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号)

880 0.85

MSIP CLIENT SECURITIES
(常任代理人
 モルガン・スタンレーMUFG証券㈱)

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON
E14 4QA,U.K.
(東京都千代田区大手町一丁目９番７号)

850 0.82

計 78,948 76.06
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    (2024年９月30日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式 (自己株式等) － － －

議決権制限株式 (その他) － － －

完全議決権株式 (自己株式等) 普通株式 218,200 － １単元(100株)

完全議決権株式 (その他) 普通株式 103,769,900 1,037,699 １単元(100株)(注１)

単元未満株式 普通株式 54,706 －
１単元(100株)

未満の株式(注２)

発行済株式総数  104,042,806 － －

総株主の議決権 － 1,037,699 －
 

(注) １.「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式200株(議決権２個)が含まれております。

２.「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式64株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  (2024年９月30日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

住友理工株式会社
愛知県小牧市
東三丁目１番地

218,200 － 218,200 0.21

計 － 218,200 － 218,200 0.21
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　要約中間連結財務諸表の作成方法について

当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。)第１条の２第２号に定める「指定国際会計基準特定会社」の要件をすべて満

たすことから、同第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下、「IAS第34号」という。)に準

拠して作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2024年４月１日から2024年９月30

日まで)に係る要約中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【要約中間連結財務諸表】

① 【要約中間連結財政状態計算書】

   (単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産    
流動資産    
現金及び現金同等物 8 42,008 49,385

営業債権及びその他の債権 8 102,344 92,339

棚卸資産  83,302 81,929

未収法人所得税  404 750

その他の金融資産 8 340 4,171

その他の流動資産  9,073 8,099

小計  237,471 236,672

売却目的で保有する資産 7 1,698 2,657

流動資産合計  239,169 239,329

    
非流動資産    
有形固定資産  145,045 142,760

使用権資産  7,033 7,315

のれん  767 815

無形資産  18,770 19,813

持分法で会計処理されている投資  4,694 5,108

繰延税金資産  3,912 3,785

退職給付に係る資産  13,983 13,914

その他の金融資産 8 7,447 1,876

その他の非流動資産  945 899

非流動資産合計  202,595 196,286

資産合計  441,764 435,614

    
負債    
流動負債    
営業債務及びその他の債務 8 76,982 74,807

社債及び借入金 8 17,266 31,561

未払法人所得税  2,732 2,509

引当金  6,599 6,207

リース負債  2,482 2,395

その他の金融負債 8 2,337 1,254

その他の流動負債  16,520 17,166

流動負債合計  124,918 135,897

    
非流動負債    
社債及び借入金 8 68,983 50,891

繰延税金負債  7,086 4,473

退職給付に係る負債  8,133 8,403

引当金  2,819 2,589

リース負債  3,980 4,425

その他の金融負債 8 843 638

その他の非流動負債  2,545 2,368

非流動負債合計  94,388 73,788

負債合計  219,307 209,685

    
資本    

資本金  12,145 12,145

資本剰余金  12,010 12,010

利益剰余金  147,835 154,958

自己株式  △274 △274

その他の資本の構成要素  24,648 20,115

親会社の所有者に帰属する持分合計  196,364 198,954

非支配持分  26,093 26,975

資本合計  222,457 225,929

負債及び資本合計  441,764 435,614
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② 【要約中間連結損益計算書】

   (単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 5,6 297,878 309,169

売上原価  △253,113 △260,531

売上総利益  44,765 48,638

販売費及び一般管理費  △32,135 △31,593

持分法による投資利益  153 270

事業利益 5 12,783 17,315

その他の収益  992 1,755
その他の費用  △1,587 △1,692

営業利益  12,188 17,378

金融収益  303 386

金融費用  △1,896 △2,044

税引前中間利益  10,595 15,720

法人所得税費用  △3,351 △4,327

中間利益  7,244 11,393

    
中間利益の帰属    
親会社の所有者  5,827 10,030

非支配持分  1,417 1,363

中間利益  7,244 11,393

    
１株当たり中間利益    
基本的１株当たり中間利益(円) 10 56.12 96.61
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③ 【要約中間連結包括利益計算書】

   (単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間利益  7,244 11,393

    
その他の包括利益    
純損益に振り替えられることのない項目    
その他の包括利益を通じて公正価値で測定さ
れる金融資産

 915 △3,089

確定給付制度の再測定  7 －

持分法によるその他の包括利益  0 0

    
純損益に振り替えられる可能性のある項目    
在外営業活動体の為替換算差額  8,608 △544

キャッシュ・フロー・ヘッジ  4 3

持分法によるその他の包括利益  193 172

その他の包括利益合計  9,727 △3,458

中間包括利益  16,971 7,935

    
中間包括利益の帰属    
親会社の所有者  14,526 5,498

非支配持分  2,445 2,437

中間包括利益  16,971 7,935
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④ 【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間(自　2023年４月１日　至　2023年９月30日)

(単位：百万円)

 注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定される金融

資産

確定給付制度
の再測定

2023年４月１日残高  12,145 12,010 128,942 △273 3,327 －

中間利益  － － 5,827 － － －

その他の包括利益  － － － － 915 7

中間包括利益合計  － － 5,827 － 915 7

自己株式の取得及び処分  － － － △1 － －

剰余金の配当 9 － － △831 － － －

その他  － － 8 － － △7

所有者との取引額等合計  － － △823 △1 － △7

2023年９月30日残高  12,145 12,010 133,946 △274 4,242 －
 

　

　 注記

その他の資本の構成要素
親会社の所
有者に帰属
する持分合

計

非支配
持分

資本合計在外営業活
動体の為替
換算差額

キャッ
シュ・フ
ロー・ヘッ

ジ

合計

2023年４月１日残高  10,967 △13 14,281 167,105 22,561 189,666

中間利益  － － － 5,827 1,417 7,244

その他の包括利益  7,773 4 8,699 8,699 1,028 9,727

中間包括利益合計  7,773 4 8,699 14,526 2,445 16,971

自己株式の取得及び処分  － － － △1 － △1

剰余金の配当 9 － － － △831 △1,221 △2,052

その他  － － △7 1 － 1

所有者との取引額等合計  － － △7 △831 △1,221 △2,052

2023年９月30日残高  18,740 △9 22,973 180,800 23,785 204,585
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当中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

(単位：百万円)

 注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定される金融

資産

確定給付制度
の再測定

2024年４月１日残高  12,145 12,010 147,835 △274 4,275 －

中間利益  － － 10,030 － － －

その他の包括利益  － － － － △3,088 －

中間包括利益合計  － － 10,030 － △3,088 －

自己株式の取得及び処分  － － － △0 － －

剰余金の配当 9 － － △2,907 － － －

所有者との取引額等合計  － － △2,907 △0 － －

2024年９月30日残高  12,145 12,010 154,958 △274 1,187 －
 

　

　 注記

その他の資本の構成要素
親会社の所
有者に帰属
する持分合

計

非支配
持分

資本合計在外営業活
動体の為替
換算差額

キャッ
シュ・フ
ロー・ヘッ

ジ

合計

2024年４月１日残高  20,378 △3 24,648 196,364 26,093 222,457

中間利益  － － － 10,030 1,363 11,393

その他の包括利益  △1,449 3 △4,532 △4,532 1,074 △3,458

中間包括利益合計  △1,449 3 △4,532 5,498 2,437 7,935

自己株式の取得及び処分  － － － △0 － △0

剰余金の配当 9 － － － △2,907 △1,556 △4,463

所有者との取引額等合計  － － － △2,907 △1,556 △4,463

2024年９月30日残高  18,929 △0 20,115 198,954 26,975 225,929
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⑤ 【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

   (単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    
税引前中間利益  10,595 15,720

減価償却費及び償却費  14,890 15,383

持分法による投資損益(△は益)  △153 △270

受取利息及び受取配当金  △299 △382

支払利息  1,037 1,060

営業債権及びその他の債権の増減額(△は増加)  4,929 8,026

棚卸資産の増減額(△は増加)  7,912 △1,208

営業債務及びその他の債務の増減額(△は減少)  △2,137 △1,333

引当金の増減額(△は減少)  2,999 △382

その他  3,284 878

小計  43,057 37,492

利息及び配当金の受取額  332 414

利息の支払額  △1,084 △993

法人所得税の支払額  △3,781 △6,056

営業活動によるキャッシュ・フロー  38,524 30,858

投資活動によるキャッシュ・フロー    
有形固定資産及び無形資産の取得による支出  △13,910 △14,814

有形固定資産及び無形資産の売却による収入  354 626

その他  △11 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー  △13,567 △14,191

財務活動によるキャッシュ・フロー    
短期借入金の純増減額(△は減少)  △17,660 △3,014

長期借入金の返済及び社債の償還による支出  △513 －

リース負債の返済による支出  △1,433 △1,370

配当金の支払額 9 △831 △2,907

非支配持分への配当金の支払額  △1,221 △1,556

その他  △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー  △21,658 △8,847

現金及び現金同等物に係る換算差額  511 △443

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  3,810 7,377

現金及び現金同等物の期首残高  29,494 42,008

現金及び現金同等物の中間期末残高  33,304 49,385
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

住友理工株式会社(以下、「当社」という。)は、日本に所在する株式会社であります。当社の要約中間連結財務諸

表は2024年９月30日を期末日とし、当社及び子会社(以下、「当社グループ」という。)並びに当社の関連会社により

構成されております。当社グループの主な事業内容は、注記５.「セグメント情報」に記載しております。

なお、当社の親会社は住友電気工業株式会社であります。

 
２．作成の基礎

(1) 要約中間連結財務諸表がIFRSに準拠している旨の記載

当社グループの要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２第２号に定める「指定国際会計基準特定

会社」の要件をすべて満たすことから、同第312条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。

本要約中間連結財務諸表は、2024年10月31日に取締役会によって承認されております。

 

(2) 測定の基礎

要約中間連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品、及びトルコの子会社における超インフレ

会計の適用等を除き、取得原価を基礎として測定しております。

 

(3) 表示通貨及び単位

要約中間連結財務諸表の表示通貨は、当社の機能通貨である日本円であり、百万円未満を四捨五入しておりま

す。

 

３．重要性がある会計方針

当社グループが本要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財

務諸表において適用した会計方針と同様であります。

なお、当中間連結会計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を用いて算定しております。

 

４．重要な会計上の見積り及び判断

当社グループの本要約中間連結財務諸表は、経営者の見積り及び仮定を含んでおります。これらの見積り及び仮定

は、過去の実績及び期末日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善の判断に基づき

ますが、将来において、これらの見積り及び仮定とは異なる結果となる可能性があります。見積り及びその基礎とな

る仮定は、継続して見直しております。会計上の見積りの変更による影響は、その見積りを変更した会計期間及び影

響を受ける将来の会計期間において認識しております。

本要約中間連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、原則として前連結会計年度に係る連結財

務諸表と同様であります。
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５．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要　

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、製品・サービス別の管理体制を置き、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは、管理体制を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「自

動車用品」、「一般産業用品」の２つを報告セグメントとしております。

 
各報告セグメント区分の主な製品・サービス又は事業内容は、以下のとおりであります。

報告セグメント 主な製品・サービス又は事業内容

自動車用品 防振ゴム、ホース、内装品、制遮音品、燃料電池（FC）部材、ゴムシール材等

一般産業用品
精密樹脂ブレード・ロール、車両用・住宅用・橋梁用防振ゴム、高圧ホース・搬送
用ホース等

 

　

EDINET提出書類

住友理工株式会社(E01097)

半期報告書

17/27



 

(2) 報告セグメントごとの売上高及び利益

報告セグメントの会計方針は、注記３.「重要性がある会計方針」で記載している当社グループの会計方針と同じ

であります。

報告セグメント間の内部売上高及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

当社グループの報告セグメントごとの売上高、利益又は損失及びその他の項目は、以下のとおりであります。

　
前中間連結会計期間(自　2023年４月１日　至　2023年９月30日)

    (単位：百万円)

 自動車用品 一般産業用品 合計 調整額
要約中間

連結財務諸表
計上額

売上高      

外部顧客への売上高 270,209 27,669 297,878 － 297,878

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,134 8,484 9,618 △9,618 －

計 271,343 36,153 307,496 △9,618 297,878

セグメント利益（注） 11,781 1,002 12,783 － 12,783

その他の収益     992

その他の費用     △1,587

営業利益     12,188

金融収益  303

金融費用  △1,896

税引前中間利益  10,595
 

（注）セグメント利益は、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除し、持分法による投資損益を含めた金

額である事業利益を使用しております。

 
当中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

    (単位：百万円)

 自動車用品 一般産業用品 合計 調整額
要約中間

連結財務諸表
計上額

売上高      

外部顧客への売上高 279,193 29,975 309,169 － 309,169

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,030 8,697 9,727 △9,727 －

計 280,224 38,672 318,896 △9,727 309,169

セグメント利益（注） 14,741 2,574 17,315 － 17,315

その他の収益     1,755

その他の費用     △1,692

営業利益     17,378

金融収益  386

金融費用  △2,044

税引前中間利益  15,720
 

（注）セグメント利益は、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除し、持分法による投資損益を含めた金

額である事業利益を使用しております。
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６．収益

主たる地域市場における収益の分解と報告セグメントとの関連は以下のとおりであります。

前中間連結会計期間(自　2023年４月１日　至　2023年９月30日)

(単位：百万円)

報告セグメント 日本 米州 アジア 欧州その他 合計

自動車用品 73,789 85,735 79,628 31,057 270,209

一般産業用品 20,763 126 6,534 246 27,669

合計 94,552 85,861 86,162 31,303 297,878
 

(注)　金額は、外部顧客への売上高で表示しております。

 
当中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

(単位：百万円)

報告セグメント 日本 米州 アジア 欧州その他 合計

自動車用品 78,076 96,865 73,132 31,120 279,193

一般産業用品 21,131 144 8,262 438 29,975

合計 99,207 97,009 81,395 31,558 309,169
 

(注)　金額は、外部顧客への売上高で表示しております。

 
７．売却目的で保有する資産

売却目的で保有する資産の内訳は、以下のとおりであります。

                                                                                            (単位：百万円)

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

有形固定資産 1,598 1,463

使用権資産 100 100

その他の金融資産 － 1,094

合計 1,698 2,657
 

 
　前連結会計年度及び当中間連結会計期間における売却目的で保有する資産のうち、有形固定資産及び使用権資産は

自動車用品事業セグメントに属する海外子会社が保有する建物等であります。また、１年以内に売却が見込まれる非

上場株式を売却目的で保有する資産に分類しています。

なお、売却目的で保有する資産に関連するその他の包括利益累計額（税引後）は721百万円（貸方）であります。
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８．金融商品

　金融商品の公正価値

①　公正価値の測定方法

(現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務)

これらは短期間で決済されるものであるため、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっております。

(その他の金融資産、その他の金融負債)

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産のうち、上場株式については取引所の市場価格、非

上場株式については、前連結会計年度までは類似会社の市場価格に基づく評価技法等を、当中間連結会計期間に

おいては簿価純資産法を用いて算定しております。

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産及び金融負債並びにヘッジ手段として指定された金融資産及び

金融負債であるデリバティブについては、取引先金融機関から提示された価格に基づいて算定しております。

(社債、借入金)

短期借入金については短期間で決済されるものであるため、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となってお

ります。社債及び長期借入金（１年内返済予定を含む）については、将来キャッシュ・フローを、同様の新規借

入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　

②　金融商品の区分ごとの公正価値

償却原価で測定される金融商品の公正価値は以下のとおりであります。帳簿価額が公正価値の合理的な近似値

となっている金融商品は、下表に含めておりません。

 (単位:百万円)

 

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

帳簿
価額

公正
価値

帳簿
価額

公正
価値

償却原価で測定される金融負債     

社債 44,890 44,509 44,903 44,477

長期借入金（注） 31,591 30,659 31,187 30,674
 

（注）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

償却原価で測定される金融商品の公正価値ヒエラルキーはすべてレベル２であります。

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産

は、要約中間連結財政状態計算書における「その他の金融資産」に含まれております。

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債及びヘッジ手段として指定された金融負債は、要約中間連結財

政状態計算書における「その他の金融負債」に含まれております。

なお、当初認識時に、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産及び金融負債として指定する取消不能な

選択を行った金融資産及び金融負債は保有しておりません。
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③　公正価値ヒエラルキー

以下の表は、金融資産及び金融負債に関する経常的な公正価値測定を分析したものであります。これらの公正

価値測定は、用いられる評価技法へのインプットに基づいて、３つの公正価値ヒエラルキーのレベルに区分され

ております。それぞれのレベルは、以下のように定義付けられております。

レベル１：当社グループが測定日にアクセスできる同一の資産又は負債に関する活発な市場における相場価

格(無調整)

レベル２：レベル１に含まれる相場価格以外のインプットのうち、資産又は負債について直接的又は間接的

に観察可能なもの

レベル３：資産又は負債に関する観察可能でないインプット

 
公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化が生じた日に認識しており

ます。

前連結会計年度(2024年３月31日)

  (単位:百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産    

デリバティブ － 240 －

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される
金融資産

   

上場株式 162 － －

非上場株式 － － 6,396

資産合計 162 240 6,396

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債    

デリバティブ － 2,490 －

ヘッジ手段として指定された金融負債    

デリバティブ － 5 －

負債合計 － 2,494 －
 

　

当中間連結会計期間(2024年９月30日)

 (単位:百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産    

デリバティブ － 4,072 －

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される
金融資産

   

上場株式 136 － －

非上場株式 － － 861

資産合計 136 4,072 861

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債    

デリバティブ － 1,104 －

ヘッジ手段として指定された金融負債    

デリバティブ － 1 －

負債合計 － 1,105 －
 

前連結会計年度及び当中間連結会計期間中、レベル１と２間の振替はありませんでした。
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④　レベル２、３に区分される公正価値測定に関する情報

(a) 評価技法及びインプット

レベル２の金融資産及び金融負債は、デリバティブ金融資産及びデリバティブ金融負債であります。これら

の公正価値は、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

レベル３の金融資産は、主として非上場株式であります。非上場株式の公正価値は、前連結会計年度までは

類似会社の市場価格に基づく評価技法等を、当中間連結会計期間においては簿価純資産法を用いて算定してお

ります。非上場株式の公正価値測定にあたっては、取引先から入手した決算数値等に基づき算定しておりま

す。当該公正価値は純資産簿価の上昇（低下）等により増加（減少）します。

 
(b) 評価プロセス

レベル３の金融商品に係る公正価値の測定は、関連する社内規程に従い実施しております。公正価値の測定

に際しては、対象となる金融商品の性質、特徴及びリスクを最も適切に反映できる評価技法及びインプットを

用いております。また公正価値の測定結果については上位役職者のレビューを受けております。

 
⑤　レベル３に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表

  (単位:百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

期首残高 5,116 6,396

利得又は損失合計   

その他の包括利益 1,294 △4,442

売却目的で保有する資産への振替 － △1,094

期末残高 6,410 861
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９．配当金

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における配当金支払額は、以下のとおりであります。

前中間連結会計期間(自　2023年４月１日　至　2023年９月30日)

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2023年６月15日
定時株主総会

普通株式 831 8.00 2023年３月31日 2023年６月16日
 

 

当中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2024年６月20日
定時株主総会

普通株式 2,907 28.00 2024年３月31日 2024年６月21日
 

 

また、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるものは、以下のとおりであります。

前中間連結会計期間(自　2023年４月１日　至　2023年９月30日)

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2023年10月31日
取締役会

普通株式 831 8.00 2023年９月30日 2023年12月１日
 

 

当中間連結会計期間(自　2024年４月１日　至　2024年９月30日)

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2024年10月31日
取締役会

普通株式 2,492 24.00 2024年９月30日 2024年12月２日
 

 
10．１株当たり中間利益

基本的１株当たり中間利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。なお、希薄化後１株当たり中間利益につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

親会社の所有者に帰属する中間利益(百万円) 5,827 10,030

期中平均普通株式数(千株) 103,825 103,825

基本的１株当たり中間利益(円) 56.12 96.61
 

　

11．後発事象

記載すべき事項はありません。
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２ 【その他】

　2024年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。

　（イ）中間配当による配当の総額・・・・・・・・2,492百万円

　（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・24円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・2024年12月２日

　（注）2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2024年11月１日

住友理工株式会社

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所
 

　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森　　本　　泰　　行  
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松   木　 　　　豊  
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 金　　原　　正　　英  
 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住友理工株式会

社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日

まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算書、要約中間連

結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び要約中間連結財務諸表

注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、住友理工株式会社及

び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績並びに中間連結会

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手

したと判断している。

 
要約中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務諸

表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続

できなくなる可能性がある。

・要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせる

事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並

びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないか

どうかを評価する。

・要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上　
　

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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